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1．はじめに

1-1．研究の背景と目的

 地方都市において公共施設の再編や中心市街地活性化の

必要性が高まる中で、図書館を中心とする複合機能を有し

た都市拠点を中心市街地に整備し、集客や活性化の核とし

ようという取り組みがみられる。 

 一方、図書館の担うべき機能についても変革が求められ

ている。図書館は本などの情報へのアクセスを提供する施

設としての役割を担っているが、ニーズの多様化や高度化、

技術の進歩に伴って、地域の課題解決や居場所としての機

能の充実など、図書館の新たなあり方の模索や特色あるサ

ービスに関する取り組みが各地で広がっている 1)。 

 本研究では地方都市の図書館の状況を複合化・中心市街

地立地の観点から分析し、中心市街地の複合型図書館に関

する事例分析を行うことで、こうした施設を公共施設再

編・中心市街地活性化といった観点（以下、都市的な政策

の観点とする）からみた実態と課題および、資料収集や貸

出等に加えニーズの多様化する、図書館サービスの今後の

あるべき方向性に関する観点（以下、図書館サービスの観

点とする）から分析し、異なる次元で議論されがちな両者

について双方の論点を踏まえながら、望ましい図書館施設

整備のあり方を検討することを目的とする。 

1-2．既往研究と本研究の位置づけ 

本研究に関連する既往研究として次の3点が挙げられる。

①図書館の立地や複合化の様相について建築・都市的立場

から述べたものとしては、地方都市の公立図書館の立地と

利用実態の関係性を指摘した猪狩ら 2)、複合施設に設置さ

れた図書館の複合パターンなどを整理・考察した酒井・大

島 3)、図書館と駅や市役所との距離でみた立地特性と複合

型図書館の市街地における位置づけを調査した渡邉ら 4)の

研究が挙げられる。②中心市街地への図書館の立地と影響

について述べたものとしては、商業施設との複合施設とし

て整備された図書館について、集客や売り上げとの関係を

考察した桑原による一連の研究 5)~7)が挙げられる。③図書

館サービスの観点から望ましい図書館像について施設整備

のあり方の関係を踏まえて述べたものとしては、今後の図

書館の機能の方向性を示し、事例調査を通じて図書館を含

む複合施設の整備上のポイントを指摘している国立国会図

書館による調査研究 8)が挙げられる。 

 ①②に関しては、図書館の立地や施設形態に着目してい

る点が本研究の問題意識に近いが、図書館サービスの観点

から考えてどのような施設の整備が望ましいかについては

考察されておらず、③に関しては図書館機能と施設整備の

つながりを考察している点で本研究の問題意識に近いが市

街地全体と図書館整備の関連は明示されていない。以上を

踏まえると本研究は、地方都市の図書館の立地と施設形態

の近年の状況を整理分析したうえで、その中で中心市街地

への立地と複合化に着目して、都市的な政策の観点だけで

なく立地や施設形態と図書館サービスの観点との関係とい

う視点から施設整備を考察する点で新規性がある。 

1-3．研究の構成と方法 

 2 章では公立図書館(1)を取り巻く現状について、図書館

サービスの観点と都市的な政策の観点について文献を基に

まとめる。3章では人口10～30万人の地方都市図書館を対

象に立地と複合化に着目してデータに基づいて分析する。4

章では、実際に中心市街地へ複合化した図書館に対しヒヤ
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リング及び文献調査による事例調査を行い、5 章では、3，

4 章を踏まえて立地や施設形態と特徴的な図書館サービス

との関係について、また、地方都市の図書館立地の実態と

課題について考察する。 

 

2．公立図書館を取り巻く現状 

2-1．図書館サービスの変化と今後の展開 

 わが国の公立図書館は戦後制定された図書館法において

自由で開かれた運営の理念が取り入れられた。その後1970

年に刊行された『市民の図書館』で、公立図書館が当面最

重点に取り組むべき課題として①貸出し②児童サービス③

全域サービスが挙げられ、現代まで続く基本的なサービス

が確立した。1990年代前後から、社会の変化に対応した新

たなサービスの模索が始められ、生涯学習体系への移行に

伴い図書館が生涯学習の拠点となったこと、情報化の進展

に伴い扱うメディアが広がったこと、対象者別のサービス

が進展したことなど、図書館の個人に対する高度で専門的

なサービスが付加された。また貸出しだけでなく課題解決

型サービスが重視されており、図書館による相談業務とし

て日常課題に即したサービスが始められ、近年では課題解

決の対象は個人だけでなく地域にも広がり、地域の課題解

決を支援することも重要視されている 9)~11)。 

 今後の図書館サービスの方向性として要請されている論

点について見ていく。文部科学省の策定する現行の「図書

館の設置及び運営上の望ましい基準」12)は2012年に改訂さ

れたものである。この改訂では運営の基本として図書館が

地域の情報拠点として運営されるべきことを明記した点、

図書館の連携・協力体制の記載が拡充した点、図書館サー

ビスの中に地域の課題に対応したサービスの項が新設され

た点が特徴的である。以上から、これからの図書館サービ

スが地域を意識し、効果的に連携を進めながら、まちの拠

点となるような取り組みを行うことが求められるようにな

ってきていると読み取れる。 

 最近の図書館サービスに関する論考として、糸賀 13)は、

図書館とまちづくりの接点を持つことは不可欠であると指

摘する一方で、図書館は本来「地域の情報拠点」として考

え、地方自治や生涯学習、情報社会といった様々な局面へ

と広がることができ、まちづくりとそれらのバランスをと

ることが必要だと述べている。坪内 14)は、今後の図書館の

あり方として「人と人が学びあうためのハブ」として、貸

出し偏重から他組織と連携した課題解決型図書館への転換

を図ることや、主体としての市民との関係づくり進めてい

くことが必要であるとしている。平賀による一連の論考
15)16)の中では、図書館が担ってきた情報を知るプロセスが

大きく変化する中で「地域の共創・共知の場としての図書

館」(Library3.0)という図書館像を提示している。これは

知識基盤社会の中で、情報のインプットだけでなく情報を

活用し、地域の情報資源を創造する図書館の姿であり、必

要な要素として多様な情報資源へのアクセスの場、情報を

創造する場、情報を扱うスキルを獲得する場、多様な主体

が自ら運営する場を挙げている。また、実現のための取り

組みとしてデジタルシフト、主体の転換、コミュニティ形

成への関与を挙げている。 

 このように望ましい基準として地域や連携に関わる点が

意識されていることや、地域の情報拠点や共創・共知の場

として貢献するありかたが提案されていることから、図書

館サービスとして、資料の提供や個人に対する支援だけで

なく、付加的都市的機能も含めた地域の集合知の拠点とし

て機能しうるサービスを担うという点も重要視されてきて

いると考えられる。 

図 1図書館サービスの広がり 

以上のような知見を踏まえると、図書館サービスを捉え

る視点は図１のようにまとめられる。横軸はサービスの対

象を示しており、個人知は貸出など図書館と利用者一人ひ

とりの関係の中でのサービスを、集合知はボランティア活

動など図書館と複数の利用者の間、あるいは図書館をハブ

とした利用者の関係の中でのサービスを指している。縦軸

は図書館が担う機能を示しており、主に『市民の図書館』

にみられるサービスである図書館の本来的機能と、情報技

術の発展や市民ニーズの多様化によって図書館に求められ

るようになった図書館の付加的都市的機能を示している。

図1はサービスの移り変わりではなく拡がりを示している

が、主に個人知・本来的機能に対応した機能を持つ図書館

に、第2、第4象限にあたるサービスも付加され、今後の

方向性として、地域に目を向け様々な高度なサービスを提

供する機能も担う地域の総合情報拠点としての図書館像が

提案されているとまとめることができる。 

2-2．都市的な政策の観点から見た図書館へのニーズ及び

図書館サービスの観点から見た立地や施設形態のあり方 

 わが国では公共施設の再編が課題となっているが、ハー

ド再編手法の一つに複合化があり、延床面積を減少させる

事業に補助制度が存在するなど施設総量の効率化が期待さ

れる。また実際に自治体の行う複合化事業を見ると都市活

力向上やサービス高度化などといった文脈でも語られ、複

合化を契機にしたにぎわい形成の側面にも期待されている。

さらに、中心市街地空洞化の課題が広がる中で中心市街地
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活性化基本計画等の策定によって高度な機能が集積したま

ちなかを形成することが目指されている。支援策に公共公

益施設をはじめとする都市福利施設の整備があり、集客力

の高い公共施設をまちなかに適切に配置し、にぎわい再生

の核とすることが期待されるほか、自治体の行うサービス

を効果的に全域供給する観点からも一般にアクセス性に優

れる中心市街地への立地ニーズがあると考えられる。特に

図書館は、全市民が日常的に使用する社会教育系公共施設

の中では認知度や集客力が高く17)公共公益施設による中心

市街地活性化を図る際の施設の核として期待される。また、

地方都市においては公共施設再編や中心市街地活性化の必

要性が高く、都市課題の解決に資する施設整備として、図

書館の中心市街地立地・複合化への都市的な政策の観点か

らのニーズが高いと考えられる。地方都市の中での人口規

模の捉え方は様々あるが、人口10～30万人の地方都市はこ

うした都市課題が顕在化していると同時に文化面での拠点

都市の役割も担っていると考えられ、図書館をはじめとし

た文化施設の活用が特に求められると考えられる。 

今後の図書館サービスの観点として、付加的都市的機能

や集合知の拠点となりうることに対応したサービスをも取

り入れることを述べたが、この方向性と望ましいハード整

備のあり方との関係を考察する。まず付加的都市的機能を

高めるための施設形態として複合化が挙げられる。複合化

により図書館と複合した他施設との連携が容易になり、新

しい高度なサービスの提供が可能になるなど施設同士の相

乗効果が発揮されやすくなることが期待され、付加的都市

的機能が高まると考えられる。また集合知に対応するサー

ビスを高めるための立地として中心市街地立地が挙げられ

る。城所ら 18)によって中心市街地がヒト・情報の交流場所

として重要であると指摘されている。地域の集合知の拠点

としての図書館の役割を果たすうえで、多世代・多属性の

市民が訪れやすく交流する拠点となりうる中心市街地立地

が重要であると考えられる。 

図 2立地と今後の図書館サービスの関係の仮説 

以上の議論を踏まえ特に地方都市における図書館の立地

と施設形態と図書館サービスの関係に関する仮説を図2に

示す。すなわち中心市街地への複合化という整備が、都市

的な政策の観点だけでなく図書館サービスの観点からみた

施設整備のあり方とも整合していると考えられる。また、

図書館と複合する用途の特徴に応じて連携によって発現す

る図書館サービスの種類に違いがみられると考えられる。

例えば図書館と機能的に近い公共施設である文化系施設と

の複合・連携では、付加的都市的機能の中でも図書館の本

来的機能を拡張した形でのサービスが充実すると期待でき

る。民間の商業系施設や市民サービス拠点となる行政系施

設などと複合・連携することで、中心市街地の集客や商業

活性化といった目的意識に対応した、より多くのサービス

が展開されるものと考えられる。そこで、まず地方都市の

図書館の立地と施設形態の近年の傾向を複合化と中心市街

地立地に着目して分析し、それを踏まえ異なる複合用途の

傾向を持つ施設に着目し事例調査を行う。 

 

3．公立図書館の立地傾向及び施設形態の分析 

3-1．地方都市の抽出と概要 

本研究では①3大都市圏(2)に含まれていない、②人口10

～30万人の都市で、③各自治体の中央図書館である(3)、107

都市の図書館を分析の対象とする。 

抽出した図書館の施設に関わる基礎的なデータ(4)につい

て集計したものが表1である。全107館のうち、単独館が

62 館、複合館が45 館となっている。竣工年は単独館が複

合館よりも中央値平均値ともに10年程度古くなっている。

来館者数(n=98)では複合館のみで約30万人、単独館のみで

約23万人と、複合館の方が来館者数が多くなっている。蔵

書数は施設形態にかかわらず同程度の水準である。専有延

床面積に関しては蔵書数と比較しても複合館の方がコンパ

クトであるか同程度の規模であるという傾向がある。 

表 1抽出した図書館の基礎的データ 

 

3-2．地方都市の図書館の立地 

 抽出した地方都市の107図書館の2019年4月時点、2000

年4月時点の立地を調査し、最近約20年間の立地の変化を

中心市街地との関係に着目して類型化する(5)。分析にあた

り用途地域を用いて2019年の図書館立地場所を都市の「中

心市街地・中心市街地近接・それ以外」(6)に分類し、2019

年と2000年を比較し、建物更新パターンを「更新（移転、

その場での建替、新設）」(7)「更新なし」に分類した。 

結果を表2に示す。全体では更新なしが最も多くその中

では単独館が占めている割合が大きくなっている。一方で

更新されたものに関しては複合館の割合が高く、25都市中
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17 都市が複合館となっており、少なくとも最近約20 年間

で更新されたものに関しては、複合館が選択されている傾

向にある(8)。 

表 2地方都市図書館の立地の分類 

 
また更新された図書館のうち 8 割が中心市街地に立地し

ている。猪狩ら 2)は1981年と2001年時点において同様の

比較を行い、図書館の郊外移転を指摘しているが、最近約

20年間では逆に中心市街地立地の傾向があるといえる。特

に中心市街地以外から更新に伴って中心市街地に立地した

ものは8館存在した(9)。このように複合化と中心市街地へ

の立地という傾向がみられる。 

3-3．地方都市複合型図書館の複合用途 

 次に、抽出した都市のうち複合施設に存在する45図書館

に着目して複合用途を分析する。全体の状況を表3に示す
(10)。文化施設は9割近い館に存在している。その中でも社

会教育・研修施設が半数を超えている。これらは公民館や

生涯学習センターなど集会や市民活動を支援する性格のあ

る施設である。図書館も社会教育施設の一つであり、施設

の目的やサービスに共通性があることから、複合する際の

親和性が特に高いと考えられる。劇場施設も全体の4割以

上の図書館で複合している。博物館等は約35％の図書館で

複合し博物館や美術館に加え、市民が作品を展示できるよ

うなギャラリー等がある。 

表 3複合用途の分類と件数 

次いで多いのは商業・産業施設であり、小売施設では大

型商業施設等の1フロアに図書館が入居している事例がみ

られる。飲食施設は商業施設等と複合している図書館にみ

られるほか、複合施設の一角に小規模なカフェが併設され

ている事例もみられた。そのほかでは、市民サービスを提

供する施設(一般行政施設，保健・福祉施設，年少層向け福

祉支援施設)との複合がみられる。市役所や分庁舎、保健所

などと複合している事例がみられる。以上のように文化施

設との複合、商業系施設との複合、行政窓口などの市民サ

ービスの拠点となる施設との複合が特徴的である。 

 次に図3に竣工年代別に累計複合用途数を集計したもの

を示す(11)。顕著な傾向を持つのは劇場施設、社会教育・研

修施設、博物館等からなる文化施設と、商業・産業施設で

ある。文化施設に関しては、特に2000年以前に建設された

複合型図書館の多数が何らかの文化施設と複合している。

以降、文化施設との複合数は数を減らす傾向にあるものの

割合としては近年でも最も大きい。 

図 3竣工年代と複合用途 

一方で、商業・産業施設は、2000 年以降では全16 施設

中11施設と複合している。これは2000年以降、駅前再開

発や中心市街地活性化の取り組みの中で図書館を入居させ

る事例がみられることが一因であると考えられる。 

 

4．事例調査 

4-1．対象事例の抽出および調査概要 

 前章で行った公立図書館の立地や施設形態に関する分析

より、①最近約20年間の地方都市の図書館立地を比較する

と複合化および中心市街地への立地を行った図書館の割合

が大きくなっていること、②複合用途構成に関して、文化

施設との複合が最も多くみられ、商業施設や市民サービス

を提供する施設との複合もみられることが明らかとなった。 

表 4中心市街地の複合型図書館の事例の分類 

 

まず①に関して、分析した都市のうち、複合館かつ中心

部立地で、「更新」に分類される都市(12)を抽出する。その

中で、図書館と複合する施設の特徴によって連携して行わ

れるサービスや運営方針、課題に相違があると考えられる

ことから、②を踏まえて複合用途構成として、「文化拠点型

0

10

20

30

40

累
計
複
合
用
途
数

施設竣工年

交通施設

商業・産業施設

行政施設

保健施設

年少層向け福祉施設

学校施設

運動施設

博物館等

社会教育・研修施設

劇場施設

凡例 ・共通：−計画が存在しない、または複合施設の位置づけが確認できなかったもの 
・中心市街地活性化基本計画：□複合施設の運営・活用事業を位置づけ，〇計画に基づく整備事業と
して位置付け，(下線)：旧中活計画への整備事業の位置づけが確認できたもの，※山口市は区域外だが
連携施策有 
・立地適正化計画：■都市機能誘導区域への誘導施設として位置付け，●都市機能誘導区域への具体
的な誘導施策として施設整備を位置づけ 
・都市再生整備計画：◇複合施設整備に関連する事業が位置付け 
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(13)」、「民間施設複合型(14)」、「市民サービス拠点型(15)」の3

類型に分類し、また、現在の中心市街地活性化の関係施策

として認定中活計画等への位置づけを調査し(16)、表4に整

理した。中心市街地活性化の関連施策に施設整備や施設の

運営・活用が位置づけられているものについて、さらに各

館のホームページ等から複合施設内の各施設で連携して行

う取り組みの有無や内容を確認し、複合化の利点を生かし

た運営がされていると考えられる施設を用途の各類型から

1 つずつ選定することで山口市、都城市、土浦市を抽出し

た(17)。事例調査はヒヤリング調査(18)や文献調査によって行

い、施設概要、整備経緯、運営方針と複合化や中心市街地

立地の関係、複合化や中心市街地立地に関連した取り組み

などについて調査し、施設の運営や取り組みとハードとの

関係、実態、課題等について分析する。

表 5事例調査の結果 
 複合施設名 山口情報芸術センター 中心市街地中核施設Mallmall アルカス土浦 

図書館名 山口市立中央図書館 都城市立図書館 土浦市立図書館 
施
設
概
要 

竣工年 2003 年 2017 年 2017 年 
複合用途 
(〇：文化系施設 
□：⺠間系施設 
◇：市⺠サービス系
施設) 

〇山口市立中央図書館、〇山口情報芸
術センター(以下「センター」と記載) 

〇都城市立図書館、◇未来創造ステー
ション(創業支援)、○まちなか交流セン
ター、◇保健センター、◇ぷれぴか(子
育て支援)、中央バス待合所、まちなか
広場、付帯駐車場 

〇土浦市立図書館、〇土浦市⺠ギャラ
リー、□銀行、□学習塾、交番、公衆
便所 

中心市街地概略図 

   
複合施設内概略図 

 
 

 
 
 

 
 

 
おもな整備経緯 1992:山口情報文化都市基本計画 

1996:基本設計業者決定・ソフト面を含
めた提案業務 
1999:図書館と文化交流プラザの同時
整備決定 
2002:中身の見直しを経て完成へ 

2011:中心市街地の中核店舗閉店 
2013:市⺠ニーズ調査実施・跡地再生⽅
針決定 
2014:都市再生整備計画 
2015:指定管理者の選定開始 
2017:公共施設部分の竣工 

1987:国鉄用地の処分・再開発へ 
1999:再開発から公団が撤退 
以降市が再開発事業を引き継ぐ 
2005:図書館同時整備が決定 
以降2度の事業休止を経て2015に権利
変換および着工 

施
設
運
営 

施設管理⽅式 市の財団が一括管理 
：ハード面は図書館含めすべて財団管
理する「一括型」 

施設毎に指定管理者を選定 
：まちなか調整会議を定期開催する「連
携型」 

市を含む管理組合 
：市が大部分を所有し基本的に市の意
向に沿った運営を行っている 

図書館運営⽅式 図書館運営のソフト面を市が直営：行
政型（直営） 

2 社によるコンソーシアムで指定管
理：⺠間型（指定管理） 

移転を機に窓口業務等を一部⺠間委
託：中間型 

施設運営⽅針への複
合化、中心市街地立
地の反映 

・双⽅の施設運営⽅針に連携すること
を記載 
・センター部分のコンセプトの一つに
コミュニティ 
・図書館運営⽅針に地域支援 

・指定管理者や所轄課によるまちなか
調整会議の定期開催 
・指定管理者の契約に地域に向けたイ
ベント回数を規定 
・地域文化の継承や創造といった図書
館コンセプトを策定 

・図書館サービス計画にギャラリーと
の連携記載、3 本柱の一つに地域に向け
たサービスを記載 
・管理規約に中活イベントでの使用を
記載 

複
合
施
設 
・ 
図
書
館
の
取
組 

複合施設であること
を生かした取組 

・センターで映画を上映し図書館利用
者が感想を話し合うイベント 
・センターが行う図書館でのプロジェ
クションマッピングイベント 

・施設全体でのマルシェイベント ・ギャラリーと図書館の定期的な連携
展示(イラスト展、関連書籍展示、絵本
作家講演会等) 

複合施設の地域に向
けた取組 

・新中活基本計画で中心商店街へのア
ート作品展示を検討 

・近隣商店組織と連携して「拡大マル
シェ」を開催 

・施設前の広場等を中心市街地のイベ
ント会場として使用 

図書館の地
域に向けた
取組 

他組織
連携 
(〇公的 
□⺠間) 

□地域の店舗が図書館で講演やワーク
ショップを行う 

〇市内の文化施設が選書して展示 
〇地域行事に関わる連携展示 

〇博物館の企画展の関連書籍展示 
〇地域行事に関わる連携展示 
□商店街のシールラリーの拠点 
□書店主等とのトーク企画 

図書館
主体 

・地域資料保存・活用推進PJ 
・マイクロライブラリー活動(定期的に
まちなか店舗等へ配本) 
・滞在型利用を目指した改装 

・地域情報発信コーナー 
・地域情報を持ち寄り、編集・発信す
る参加型企画 
・多様な閲覧空間整備 
・ワークショップを行う空間整備 

・地域情報発信コーナー 
・滞在型をコンセプトに図書館全体を
設計 
・会話可能なラウンジ等を整備 

意
義 
・ 
課
題
認
識 

複合施設であること
の意義・課題認識 

・ついで利用 
・アートへの市⺠理解につながる 
 

・ついで利用 
・全年齢層を対象とできる 
△音の出るイベント 

・ついで利用 
△図書館と他施設の構造的隔たり 
△将来的な維持費用負担 

中心市街地立地の意
義・課題認識 

・一帯の施設とともに多様な都市機能
を持ち 1 日を過ごせる目的地となって
いる 
(中活を強く意識した事例でない) 

・中心市街地の集客の核 
・若年層の利用増加 
△面的な中心市街地活性化には至って
いない 

・中心市街地の集客の核 
・若年層や通勤途中の利用増加 
△面的な中心市街地活性化には至って
いない 
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4-2．事例調査の結果 

山口市の事例は、県立高校等の跡地を活用し、図書館と

作品制作や展示を行う劇場を中心としたアートセンターで

ある山口情報芸術センターを整備した文化拠点型の施設で

ある。都城市の事例は、中心市街地最後の大型商業施設の

閉店を契機として跡地再生に取り組み、既存施設を活用し

ながら、図書館と子育て関連諸施設を中心とした市民サー

ビス提供拠点を整備した事例である。土浦市の事例は、中

活計画の中核事業として駅前の低未利用地で市が主導する

再開発を行い、公益施設と銀行等の民間施設からなる施設

を整備した事例である。事例調査の結果を表5にまとめる。 

 

5．事例調査の考察 

 3，4章の調査をもとに地方都市の図書館立地、特に中心

市街地の複合型図書館について、2 章で述べた図書館サー

ビスの観点との関係、都市的な政策の観点からの施策ニー

ズに対する実態と課題についてそれぞれ考察する。 

5-1．図書館サービスの観点と図書館立地の関係に関する

考察 

 中心市街地の複合型図書館の運営、取り組みと2章で示

したサービスとの関係について考察する。事例調査を行っ

た3館でみられた複合化や中心市街地立地に関連する図書

館サービス(19)を機能とサービス対象に沿って分類したう

えで、複合化・中心市街地立地との関係を図 4 に示す。

 

複合施設であることを生かしたと考えられる取り組み

(■)に関しては、複合施設内の他用途と図書館の連携して

行っている取り組みを抽出・分類した。中心市街地立地を

生かしたと考えられる取り組み(●)に関しては、中心市街

地等に立地する他主体と連携し、地域に向けて行っている

と考えられる取り組みと、図書館主体となって行う活動交

流場所の提供やイベントの実施など、中心市街地活性化の

観点から求められていると考えられる取り組みを抽出・分

類した。 

第3象限は貸出しや収集・保存など図書館の根幹部分に

あたる、現在では一般的になっている図書館サービスであ

り、複合化や中心市街地立地に関連する特徴的な取り組み

は第3象限を除く部分にそれぞれ分類される。付加的都市

的機能に関連した取り組みについては、複合施設内で連携

した新しいイベントや展示の取り組みがいずれの事例でも

複数みられ、複合化によってこうしたニーズに対応したサ

ービスが行いやすくなっていると考えられる。また、取り

組みの背景として図書館や複合施設の運営方針等に施設間

の連携を行うことを明記している事例もみられる。図書館

を地域の拠点として集合知の拠点となることに対応したサ

ービスには、市民サービス拠点型の都城、民間施設複合型

の土浦では中心市街地のにぎわいを意識した施設内外の主

体との連携などがみられ、文化拠点型の山口では中心市街

地等の店舗でのマイクロライブラリー活動などがみられる

ほか、滞在型利用や利用者間交流を意識した多様な閲覧・

活動空間の整備（全事例）が行われるなど、中心市街地立

地を生かしたサービスがみられる。取り組みの背景として

いずれの図書館でも運営方針やコンセプトに地域支援に関

わる事項の記載がある。 

このことから複合化と中心市街地立地と図書館サービス

の間には図2で仮説として示したような関係があることが

示唆される。図書館サービスの方向性として、地域の総合

情報拠点としての集合知の拠点となりうるサービスを拡充

することが挙げられるが、近年の施設整備の傾向は、こう

したサービスを強化することとも整合した整備のあり方で

あると考えられる。 

5-2．都市的な政策の観点から見た図書館立地及び関連す

る取り組みの実態と課題に関する考察 

 都市的な政策として、公共施設の効率的再編や中心市街

地活性化の観点から複合化や中心市街地立地に向けた取り

組みが進められている。本研究では、まず実際に地方都市

で近年更新された図書館において複合化や中心市街地立地

が進んでいる傾向が示された。 

複合化は、施設総量と運営の効率化や施設間の相乗効果

の発揮に期待される。3 章の分析から複合館の方が施設の

コンパクトさの点で効率的であることが分かった。また、

事例調査において施設内の他の用途とのイベント等の開催

など、複合化を生かし、連携した図書館サービスを提供し

ている例が確認できた。連携の方法は担当者間でのやりと

りが主であるが、都城市では関係主体が出席するまちなか

調整会議が開かれていることも特筆される。さらに複合化

のメリットとしてついで利用による各施設の利用者数の増

加や利用層の多様化といった回答が得られた。このような

ことから、事例調査を行った施設では全般的に効率化と相

乗効果の発揮の両面で、複合化に対する都市的な政策の観

点からの期待に即した施設運営がされていると評価できる。 

一方で、日常的な利用面での連携には課題もあり、つい

で利用が大幅に増加していることは認められる一方で、図

書館は入り口を限定せざるを得ず、複合施設間であっても

行き来がしづらくなっているところもみられた。またイベ

ント時の静音環境確保など図書館ならではの課題も挙げら

図 4事例施設の図書館でみられた取り組みの分類 
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れ、単なる効率化のための複合化だけではなく、図書館に

も良い相乗効果を生み出すことによるメリットがもたらさ

れる形での複合施設計画が望まれる。 

 中心市街地立地に対しては、都市的な政策の観点からは

中心市街地活性化に資することが期待される。いずれの事

例でも中心市街地の他主体と連携した取り組みや図書館が

主体となった地域に向けた取り組みなどがあり、政策目的

と合致し、中心市街地活性化を意識して活動していること

が確認できた。一方で施設の複合用途の特徴や、中心市街

地との関係によって実際の取り組みには相違点がみられた。 

事例調査でみられた地域に向けた取り組みには、他主体

との連携で行うものと図書館や複合施設主体で行うものと

いう手法の違い、にぎわいや集客といった目的と地域の文

化的活性化といった目的という目的意識の違いがみられる。

文化拠点型の施設の山口市では、施設が現行の中活計画の

範囲から外れていることもあり、中心市街地活性化に関す

る取り組みは比較的少なかった。取り組みの特徴としては

マイクロライブラリーや作品展示など、施設周辺で行うの

ではなく中心商店街等に出向いてその場所の主体と連携す

る形であることが挙げられる。また、アートや図書を通じ

た文化面での取り組みを中心とした地域の活性化が行われ

ていることも特徴的である。 

一方、中心市街地活性化を特に意識し、市民サービスの

拠点形成を行った都城市、民間施設も含めた複合再開発が

行われた土浦市では、移転によって特に若年層の図書館利

用者が増加し周辺にはポイント的なにぎわいが生まれてい

ると認識されている(20)。また、イベント時の施設活用や民

間との連携などを通じた、まちなかの集客やにぎわいを意

識した取り組みが多く行われているという特徴がある。し

かし、いずれの施設でもにぎわいが複合施設の近くにとど

まっており、中心市街地全体への面的な効果を波及させる

ことが同時に課題として挙げられており(20)、現段階では施

設整備をきっかけとして中心市街地全体の活性化が達成さ

れたとはいえない。また、都城市では、複合施設と他の公

共施設が連携した取り組みや図書館が主体となった地域に

向けた取り組みが多く、中心市街地の民間主体と連携した

取り組みは比較的少ない。近隣商店街組織と連携したマル

シェを開催した実績はあるものの、市としては、中心市街

地全体の活性化に向けては商店側の意識改革を進めるなど、

さらなる課題があると認識している(21)。土浦市ではそれら

に加え民間主体と連携した取り組みが複数みられるのが特

徴的であるが、中活計画に定めた商業機能活性化等に関す

る目標数値には達しておらず、第二期中活計画において複

合施設と中心市街地の両面でのさらなる取り組みが行われ

ている(22)。 

図書館を含む公共施設は直接の経済的効果を生むもので

はないため、中心市街地の面的な活性化を達成するには施

設整備をきっかけとしてとらえ、回遊を促すための街路等

の整備や、中心市街地そのものの魅力向上を促すことが必

要であると考えられる。 

6．結論 

本研究ではまず、過去20年間の地方都市の図書館立地の

変化を分析し、中心市街地への複合型図書館の整備の動き

がみられること、図書館と複合する用途の傾向に変化がみ

られることが明らかになった。 

次に事例調査によって複合化や中心市街地立地を生かし

た運営や取り組みを調査・分類し、図書館サービスの観点、

都市的な政策の観点の双方と整合する図書館施設整備のあ

り方として、地域の集合知の拠点となりうる図書館の中心

市街地における施設複合化が位置付けられた。 

さらに事例調査から、複合化や中心市街地立地を生かし

た取り組みに対して、施設の位置づけや図書館と複合する

施設用途によって目的や連携意識に違いがみられた。 

都市的な政策の観点に対しては、図書館複合施設を単な

る集客の核として捉えるではなく、図書館の特徴や強みを

理解したうえで、図書館そのものにもメリットのある施設

整備を行うことや、複合施設だけでなく中心市街地全体で

の活性化に向けた取り組みが必要であると考えられる。 

また、現在の中心市街地活性化の取り組みでは、歩行者

数等による集客やにぎわいが主な評価対象とされているが、

図書館を含む文化施設の強みは地域の文化的な価値を増進

することである。図書館には地域の文化的活性化を目的意

識とした活性化へのアプローチや強みもあるが、この点を

都市的な政策の観点から見た中心市街地活性化の価値観の

中で十分評価できていないと考えられる。人口減少やコロ

ナ禍による生活の変化が進行している現在において、集客

やにぎわいの量を絶対視する活性化のあり方に陰りがみら

れるのも事実であろう。今後は、集合知の拠点形成の観点

から、非金銭的な価値や人々の内面的な変化なども考慮し

た、質を重視した活性化のあり方も踏まえて、図書館が地

域や中心市街地に果たす役割を広く整理・評価することが

必要であると考えられる。 

 なお本研究では、運営や取り組みの実態に関しては3事

例の事例調査にとどまっており、更なる調査を行う必要が

ある。また、本研究では図書館や複合施設の運営や取り組

みに関して、主に行政・運営者目線から見た、実態や意図

に着目してヒヤリング調査を行ったが、利用者及び非利用

者のニーズや利用実態も踏まえつつ、複合用途ごとの整備

効果の差異や図書館の地域の集合知の拠点としての効果の

程度など、中心市街地への図書館複合施設整備の多面的な

効果をさらに客観的に評価する必要がある。 
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【補注】  
(1) 本研究では図書館法に基づいて地方公共団体の設置する公立図書
館を対象とする。 

(2) 首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯、近畿圏整備法
による既成都市区域及び近郊整備区域、中部圏開発整備法による都
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市整備区域に行政区域の全部または一部が指定されている市町村を
3大都市圏に含まれていると定義し、分析の対象から除外した。 

(3) 自治体全域をサービス圏域とすると考えられる中央図書館に絞っ
て分析を行う。 

(4) 「『日本の図書館  統計と名簿』2019 年度版」(日本図書館協会)
の電子データによる。蔵書数は2019年3月31日時点、来館者数は
2018年度の延数である。地方都市を抽出する際の自治体人口も同デ
ータに収録されているものを用いた。また、本研究では同データで
複合館として報告されている施設を複合館(複合施設)と定義する。 

(5) 「『日本の図書館  統計と名簿』2019 年度版」(日本図書館協会)
の電子データおよび『日本の図書館  統計と名簿』2000年度版に収
録されている図書館住所を比較することによって更新や立地の分類
を行った。 

(6) 猪狩ら 2)の手法を参考に「中心市街地」はその都市で最も大きい
商業系用途地域（商業地域及び近隣商業地域）の面的な連坦の中と
定義し「中心市街地近接」は「中心市街地」地域の端から直線距離
300m以内の地域と定義した。 

(7) 2000年から2019年の間に更新された図書館は107館中25館であ
った。そのうち図書館立地の移転(移転先の施設は新規に建設された
場合と、既存施設を転用した場合の双方がある)が確認できたものは
21館、その場での建て替えが行われたものが2館、新設された図書
館が2館であった。 

(8)「それ以外」の「更新」に分類される加古川市は、郊外の既存図書
館に中央図書館が移転したため、このように分類されている。一方
で2019年には、駅前図書館が開館するなど中心市街地を意識した取
り組みもみられる。 

(9) 更新に伴い「中心市街地近接」や「それ以外」から「中心市街地」
へ移った8都市は、釧路市、青森市、大崎市、会津若松市、土浦市、
高岡市、藤枝市、下関市である。 

(10) 分析対象となる45 館について、各館のホームページや設置条例
等を参照して、複合用途を分類した。また、複数の施設と複合して
いる場合もあるため、大分類の割合はそれぞれ中分類の割合の合計
の値とは一致しない。また、各施設の床面積の情報を入手すること
は困難であったため、各類型に当てはまる施設が存在するかどうか
で集計を行った。 

(11) 複数の類型の施設と複合している場合に重複して数えているた
め、累計複合用途数と複合館数は一致しない。 

(12) 更新された中心市街地立地の複合館は16 館であったが、図書館
にほとんど付随していると思われる、小規模な多目的室や学習室と
複合した施設2館はこの時点で対象から外した。 

(13) 文化拠点型には文化施設のうち単なる集会機能だけを持つ社会
教育・研修施設を除く施設を有する複合施設を分類した。 

(14) 民間施設複合型には商業・産業施設のうち大部分が公共用途であ
る施設の一部に入居している小規模なカフェ等を除いた商業・産業
施設を複合用途として有する施設を分類した。 

(15) 市民サービス拠点型には一般行政施設や年少層向け福祉・支援施
設、保健・福祉施設を有する施設を分類した。 

(16) 中心市街地活性化関連施策として、中心市街地活性化基本計画、
立地適正化計画、都市再生整備計画を参照した。中心市街地活性化
基本計画に関しては現行制度となった2006年以降の計画で図書館複
合施設の整備あるいは運営・活用に関する事業が記載されているも
のを示した。また旧中心市街地活性化基本計画に施設整備の位置づ
けが確認できたものに下線を付した。都市再生整備計画に関しては、
各市のホームページで公開されている計画について、基幹事業・提
案事業のいずれかに複合施設整備に関連する事業が記載されている
ものを示した。また、その他にも総合計画に施設整備・活用を位置
付けている都市が一部で見られた。例えば都城市では、図書館施策
の方向性として、生涯学習・社会教育及び情報発信・交流の場の提
供等まちづくりの拠点機能を備えた図書館づくりを進めることを、
また、中心市街地活性化の施策の方向性として、中心市街地中核施
設に集約整備した図書館等の魅力を広く情報発信することや、構成
する施設間の連携を促進しイベント等の共同展開を図ること、各主
体と連携しながら中核施設一帯を舞台に新たな賑わい創出に繋がる
取組等を展開することを記載している。 

(17) 事例選定にあたっては、集合知の拠点としての図書館の可能性を
検討する本論文の目的に照らして、表4で示した3つの施設類型か
ら 1 つずつ選定することとし、運営上で中心市街地立地・複合化を
意識していると考えられる事例であることを念頭に置いた。各施設
と中心市街地活性化の関連としては、表 4 のように関連の施策での
位置づけのある施設を抽出することで、運営面でも比較的中心市街
地を意識した施設が選定できると考えた。また各施設と複合化の関
連としては、ホームページ等で複合施設内の取り組みと図書館の関
連を調査し、施設内外の主体と図書館や複合施設が連携した取り組
み事例を筆者が確認できた事例であることを考慮した。 

(18) ヒヤリング調査の概要は以下の通りである。山口市では2021 年
12月1日に、山口市文化振興財団事務局及び山口情報芸術センター

総務課担当者に実施した。都城市では2021年12月13日に、都城市
商工観光部商工政策課中心市街地活性化室及び都城市教育委員会生
涯学習課担当者に実施した。土浦市では2021年12月24日に、土浦
市都市政策部都市整備課まちづくり推進室及び土浦市立図書館管理
係担当者に実施した。 

(19) 3図書館でみられた特徴的な取り組みについては、ヒヤリング調
査時に回答を得られた取り組みを中心に、図書館サービス計画、図
書館年報、図書館要覧等の行政文書、各館ホームページへ記載され
ている取り組みも考慮して抽出した。 

(20) 都城市及び土浦市での中活担当者へのヒヤリング調査より。また
土浦市では、複合施設整備後に策定された現行の第二期中活計画に
おいて、中心市街地の課題として、点的なにぎわいが創られつつあ
るが面的な波及と動線整備に課題があるとの認識が示されている。 

(21) 都城市での中活担当者へのヒヤリング調査より。 
(22) 土浦市での中活担当者へのヒヤリング調査より。第一期中活計画
の目標値のうち、商業業務機能の活性化を図る中心市街地空き店舗
数の指標が第二期中活計画策定時点で未達成であった。また、現行
の第二期中活計画では、第一期で行ったハード整備を生かすソフト
事業をより重視した取り組みを進めている。 
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